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上口裕
被告人の特定に関連して，有効な公訴読起を受けている被告人をさす f実
質的被告人」と，有効な公訴提起はないが，起訴状の表示やその者の公判出
頭等の行為によって被告人で、あるかのような外観を呈する「形式的被告人j
を匿別するのが一般的である九
実費的被告人の特定については，実質的表示説が判例・通説である。実質
的表示説によれば，起訴状の表示営形式的に当てはめ実質的被告人を特定す
る形式的表示説は，起訴状に表示されたという理由だけで氏名を胃用された
に手続的負担合及ぼすもので妥当でない， とされる入形式的表示説に対
するこのような批判そ前誌として，実質的表示説は， 1起訴状の表示は，合
間的に解釈されなければならないのであって，その解釈の資料として，検察
官の釈明，すなわちその意志，および被告人の行為， とくに勾留されている
かどうかなども参考とすることができるJ3)，あるいは， 1起訴状の表示を中
心としつつ，検察官の意思，その者の被告人としての行動その他の事清喜子考
慮、して実質的意味での被告人o定めるべきである戸， と説いている。判例
としては， 1およそ裁判の名宛人となる被告人を定めるについては，起訴状
等書面にあらわれた被告人の表示，検察官の意思，被告人としての挙動等を
基準として具体的な事鈎において，当該訴訟手続の段諮，形態，経過等にか
んがみ合理的に確定すべきものであるj とするものがある(東京高'Fljli49・8・
29 ~諸問後 2ï 巻 4 号 3ï4
しかし，程訴状の氏名住所等の被告人の表示，誰を?起訴しようとしたのか
という検察官の意思，その者が被告人としてとった仔動など，実質的表示説
が判定慕準とするものが， どのような題慢で被人特定の根拠になるのか，
あるいは，被告人特定の根拠が桔互にどのような関係にあるのかは，必ずし
も I切らかでない。 f被告人がrllí~であるかを定めるに当つては訴訟の手続発展
との関係で右の三つの基準{こ沈;詳しこれを駆使して合理的にこれを7定めるの
が船主であるj とする'!IJi1J (東京高判I{A4i・ト251flj絞月綴4老会守号 1533子Ilが，
このI{甘のi王宮、を物語るように忠われる。特定の恨地をめぐる不明確さが，実
質ー的表示説にたっ論者のl笥でも特定基準の適用に違いを生み， とくに略式予
について栴反する結論なもたらす背景になっていると考えられる。
このような問題意識にたって，まず被告人の特定の判断基準，判断資料を
検討し， これを子手がかりに公判手続および略式手続における実質的被告人の
特定合検討することにしたい。
j主
1) 裕I勾英去1; 被告人の氏名の'{~Jlj J 野茂一・松尾治也総 Z尖s司法学金集続郎事
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訴訟法(1980"jo) 334支， E873fi"t 湾事訴訟法(新版， 1996 iド)28 J[，伊藤栄
樹ほか綴れt釈刑事訴訟法3 主~ 3巻{新!氏 1996:1ド)377]ミ((1チ1:滋炎L
2) もっとも，形式ilj表示読の例とされる正取潟三郎?刑事訴訟における子被告人三
jc).と後の主Hv主jジュリスト 352f} (1966 i下)の支は， (1)起訴状の表示ぞ基準とする
ので，国f存者がlJ'!に身柄拘束中であるか在宅であるかをtfiJわず被告・人は:ft!Z留fj去で
ある， したがって，玄起訴状の表示~訂正し当該手統合綬用者の訴追{こ f転用j
することはできない， しかし，玄後交の対象になった各のみが被告人fこりうるの
で，氏名'i'i'1r立による人違いは，公訴提起の主主選手の錯誤としてその然効をきたすj
として 338条4~ryトで公訴蒸気l を??言い渡す， と論じている。
形式約三ミ示説を文守若返りに母子ずるならば、後資問答については然罪判決令言い渡
すべきことになちそうであるが， との正E8i説{ふ?意思主義ミアカfl涼して公訴疑起の
効力引g]足立にする必立さがあるj との主主士号から検察官の窓忠、そ考!援し，起訴状の形式
的表示説的な適用i."凶滋している。の点も含めて， )な忽i説的な喜喜楽が強いとj芯わ
れる。
災笈的表当ミ読との溶いは J二HC(ぎのJJIL被'W日者弘通常の公判手続および隊
式手続においてつねに公訴楽却をもって手続を打ち切るべき f形式的被告人Jと解
するJ去にある。
3) 王子野総-nfiJ事訴訟法(1958年)701'L 
4) 告1江!. jお掲(i主 1)334交c 渡辺I災予「被告人のli安定j 平野龍一・恰滋治也潟
九r;定例刑事訴訟法三 I (1998 iFj 34災，まさ永・河 i二.tj1 LJ綴 5大コンメンタール
Jflj'jc訴訟法 *J4 ~巻(1 995 王手)り交 f夜間博絞?関白c
5) 汲決Il召 50・5・30Jflj~ 29巻5号360Nの]Jj\~誇判決である。河続料191Jとして，火絞
it1i決U{:j60・8・20;fnfiJ~長 38 巻 2 号 117 頁(段決Il召 60 ・ 11 ・ 2ヲ別~ 39巻 7号532笈の
際議決定)0
被告人の特定の方法
1 判断基準
(1) 刑訴法24ヲ条は， r公訴は，挽察官の指定した被告人以外の者にその
効力合及ぼさないJと定める。これは，公訴擦を有する検察官の指定した者
が被告人で、あるという，ごく自明のことを定めたともいえるが，被告人特定
3 
の意義ミナ考える前提となるべき規定である。公訴の効力は[検察官が指定し
た被告人j以外の者に及ばないのであるから， r検察官が指定した被告人j
が，有効な公訴提起を受けている者として実貿的被告人となる。この点を確
認しておくことは，実質的被告人の特定の問題は， r検察官が指定した被告
人jは誰かを判定することにほかならない， という点な明確にするうえで意
味がある。
公訴提起は，起訴状の提出によって行う要式行為であるから，実質的表示
説が特定基準を起訴状の表示に収放させようとする趣旨は理解できる。しか
し，公訴の効力は f検察官が指定した被告人j以外の者には及ばないのであ
るから，検察官の訴追意思と起訴状の表示が翻離をきたす場合には，本来(ま
検察官の訴追意思を盛る器であるはずの起訴状の表示を離れて，起訴状以外
の基準によって公訴提起された者全特定すべきではなかろうか。
(2) 通常は， r検察官が指定した被告人Jは， r起訴状に表示された者j
および「被告人のように行動する者j と一致する。この三者に食い違いが生
じた場合に， r検察官が指定した被告人Jが誰であるかを考え， これを尖'質
的被告人とするのが意思説であるぺ
( i ) 被告人の特定が問題となる状況として，丞捜査機関に対し他人の
氏名住所等ぞ冒用した者が公判廷に出頭した場合，雲氏名住所等ぞ菅沼さ
れた者が起訴状の送達を受(y，公判{こ出張した場合，雲第三者が被告人の
身代わりになって公特に出頭した場合などが考えられる c
「検察官が指定した被告人jの観点から整理するならば，工i立， r検察官が
指定した被告人jが公判に出頭したが，短訴状に表示された人物とは食い
違っている場合，立ノ{立，起訴状に表示された者ではあるが， r検察官が指定
した被告人j とは異なる人物が公判に出頭している場合，をは， r検察官が
指定した被告人j と起訴状の表示は一致するが， r検察官が指定した被告
人」と異なる人物が公判に出頭している場合である c すなわち， r検察官が
指定した被告人j と起訴状の表示の食い違い((j)，怒の上場合)，あるいは， r検
の指定した被告人Jと公判に出頭した(起訴状の表示と一致する，または…
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致しない)者との食い違い(玄"さの場合)が問題になっている c
(i) 意思説において，起訴状の表示は，検察官の意思{e認識する手段で
あるが，検察官の意思から独立した被告人特定の判断慕準で、はない。した
がって，起訴状が「検察官が指定した被告人」を正確に表示しているか疑問
が生じた場合は，検察官の意思，すなわち誰が f検察官が指定した被告人j
であるかをケ確定し，起訴状の表示を訂正のうえ， しかるべく手続ぞ進めれば
よいc また， I検察官が指定した被告人j以外の者は実質的被告人にはなり
えないから，あたかも被告人のように行動した事実を被告人特定の基準とす
る余地がない。公判に出頭した者が「検察官が指定した被告人jであるか，
疑問が生じた場合は，検祭官の窓怒ミケ確定し， I検察官が指定した被告人j
でない者ならば， または裁判によって手続から排i添い「検察宥が詣
した被告人jに対し別途しかるべく手続全進めることで足りる
(3) これに対し，検察官の意思や被告人の仔為な考掃し，起訴状の表示
営実費約に解釈するという実質的表示説においては， I検察宮が指定した被
告人J以外の者であっても，起訴状の表示や被告人の行動によって実費約被
告人となることがある c
( i ) 実宜的表示説では，冒用者の身柄拘束中の事実が実質的被告人を特
定する線拠となることについては，ほぽ一致がある。この場合，身柄拘束の
事実が被告人特定の根拠になるのは， 1間用者で，当人が身柄拘束されてい
る等のため検察官の訴追意思が明認できるJ8)からだとする見解し身柄拘
束中であれば起訴状にその旨が記載される(授 164条 l坂2号)からだとする
克解があるへ前者は意思説に，後者は表示説に傾く説明である。
しかし，身柄拘束の事実を検察官の意思を判断するための資料として用い
ることを，起訴状の f解釈j とよぶことが適切であるかlま疑問である。この
についてはっとに， Ij起訴状の表示の合理的解釈の窓味が明確でないj と
いう揺舗があった1針。たしか{こ，公訴提起は起訴状による要式行為である
から，被告人の特定はまずもって記訴状によって行うのは当然である。しか
し，検察官の意思念摂拠に冒用者を実質的被告人と判定する場合，冒用の結
コ
来として f氏名00，住所00，本籍00，職業OOJとなっている起訴状
が，氏名生所等が異なる冒用者合「表示j しているというのは適切で、はな
い。また，起訴状に表示された留有名認には外延はあるが，解釈すべき内伎
をもたないのであるから，実質的表示説の「解釈jは，たとえば法文中の多
義的または不明確な概念・命題を法文外の情報を考慮し…義的に確定する
f解釈j とは異なるものである。この点でも，起訴状の f解釈j と称すべき
か，疑問である。
実宜的被告人の特定の問題の実質は，起訴状の表示を基準{こ手続全進める
ことに疑義があるので，例外的に，本来は f検察官が指定した被告人jを表
示する起訴状の記載をナ離れ，換察官の意思を考慮、し「検察官が指定した被告
人jが誰であるかを判定する， ということである。実質的表示説はこれぞ，
検察官の意思を根拠に起訴状~ r解釈JL直したうえで，起訴状の表示営基
に実質的被告人を判定することだと説明する。しかし，実質的被告人の特
定の陪題の実質からみても， I解釈jの3主義からみても，実質的表示説の説
明は事柄をいたずらに捜雑にしているように忠われる。端的に検察官の意思、
が特定基準だというべきではないかc 現に，実質的表示説の中にも，長名薗
IJのi易合は， i検察官がその記殺によって被告人としようと意関した者守被
告人とするのが刑事訴訟の接能・ EI約からみて合限的と考えられるのであっ
て，その意味で補充的に意思説全治汚する必要がある{必訴状は 5乙こと時
と解釈されることになる)J 11)として，端的に意思説を採用する克解がある。む
ろんこの場合は， I乙こと EjlJと解釈するというよりも，検察官の意思によ
れば甲が実質的被告人と判明したので， I乙こと甲j と起訴状を訂正すると
いうのがましいであろう。
(i) 実質的表示説{ふ被告人のような行為も考慮するという。しかし，
誤つであるいは意民的になされた被告人のような行為を被告人の特定のため
に考癌することは， 249条の趣旨に抵触しよう o I検察官が指定した被告人j
の判定にあたって，検察官の意思と無関係な被告人の行動を考語、する理由も
必要もないからである。この点については，以下であらためて検討する。
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2 判醗資料
(1 ) 実質的被告人を特定する基準である検察官の意思を確定するため
に， どのような資料ぞ能用できるか。
意思説に対する批判として，設を起訴したか3という検察官の慈恵が，
氏名その飽の人定事項として起訴状に表示されている以外にほとんどなんら
の客観性合伴わず，結局は検察官の意思{こ委ねられてしまうj というものが
ある 12)。しかし，意思説は， r起訴状の記載とその他の資料によって検察官
が現に起訴したと判断される者そ被告人と解すべきであるJ]3)とするもので
あるから，客観的な裏づけのない検察官の意思を基準にするものではない。
換察官が誰喜子被告人として指定したかという訴訟法的事実に疑義が生じてい
る場合に， r被告人はOOJであるという検察官の主張ないし釈明だけで}十
段かないことは明らかであるから，意思説はそのような無意味な主張をする
ものではない。
(2) 換察官{主張査において被疑者として扱われた者を起訴するのである
から凶，その者が検察官によって被疑者として扱われた事実を示す資料な
らば，挽察官の訴追意思念確認する資料となり，その範問を?とくに認定する
理由はない。具体的には，現に逮揺・勾留中という 逮捕に伴い作成さ
れる資料としての指紋・写真(犯)ì~捜査規範 131 条 l 項 l，隷書作成によって残
された署名・提出などが，当該人物が検察官によって被疑者として扱われた
ことをナ示す資料として考えられるほカ，15)，r人違いの疑いが生じた場合に
は，当該被告人を恕り扱った捜査官，留翠担当の警察議員，刑務職員等そ取
り調べて，開一性を確認するj方法もあるとされている 16)。逮捕中在庁略
式における実費約被告人の特定に関連して， r逮捕ゃなる事実およ
指紋に裏打ちされた検察官の起訴における客観的意思j をあげる判例もあ
る1i)。
のちに触れるように，実質的表示説では，逮捕・勾留中という事実が実質
/ 
的被告人の判断資料となることについては意見の一致がある。しかし，在庁
略式において在庁した習用者に|略式命令の効力が生じないとした判例とこれ
に批判的な学設が示すように，在庁略式における荘庁の事実については一致
がないc また，指紋・写真等が判断資料としてあげられることは稀であ
り18)，実貿的表示説は， これらを特i腕資料として認めることに消撞的なよ
うであるl針。 消極的である理闘が明らかでないが，指紋・写真等が， I検察
官が指定した被告人j を確定するうえで判断資料にならない理由は考えにく
。、ー ??
(3) 意思説では，起訴状の表示および被告人の行動は次のように故誼づ
けられる c
( i) 意思説においても，起訴状は f検察官が指定した被告人Jを表示す
るものであるから，実質的被告人の特定は鼠別として起訴状の表示に従う。
しかし， I検察官が指定した被告人Jと起訴状の表示が一致しない疑いがあ
る場合は，起訴状の表示が検察官の訴追意思を確認する資料としての役割を
果たちないのであるから，被告人特定のために起訴状の表示を考慮するとい
うのは意味念なさないと思われる。
( i) 当該人物が被告人のように仔勤し は，検察官の訴追意思と無
関{系であるから， I検祭官が指定した被告人j と公判で、被告人らしい行動を
する者とが一致しない疑いがある場合，その行動を検察官の意思全確定する
判断資料として考慮する理由がないコ
実宜的被告人と形式的被告人の区別は，当初，吾被告人特定の基準とさ
れるものの中でも，起訴状の表示および検察宮の意思は実質的被告人全定め
る基準であるが，被告人の行為は形式的被告人合定める基準にすぎない， し
たがって，実質的表示説が起訴状の解釈に被告人の行動を考慮するのは
妥当でない， という主張と一体的に提唱されたものであったお)。実質的被
告人・形式的被告人の分別はその後一般化するに至っているが，この主張自
体は受容されるに歪らずれ)，実質的表示説はなお被告人の行動を実質的被
告人合定める摂拠としている。しかし，実費的表示説の中でも，すでに触れ
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た在1略式の場合の在庁の事実の例が示すように，判断基準として被告人の
行為の扱いは一致していないだけでなしこの基準が適用される場合L そ
の局語においてこの基準がとくに適用される理由は必ずしも判然としない。
被告人の行為は，形式的被告人と判定する基準にとどまると考えるべきで
ある。もっとも，被告人のような行為をした者は，それだけで形式的被告人
と判定されるわけではない。まずもって， I検察官が指定した被告人jすな
わち実質的被告人が誰で、あるかが判定されなければならないのであって，被
告人のように振る舞った者が実質的被告人で、はないことが判明しではじめ
て，誤って手続が進められたために事実との訴訟探属を終結させる必要が生
ずるに至った者と判定されるのである。形式的被告人の判定もまた，検察官
の意患の確定を必要とするのである。
i:ξ 
6) 長 Ji~敦?刑事訴訟法(1956 :Eド)56支，滋美東洋長官J刑事訴訟法 (2006年)
277 fiL松本一郎片l{YiJ式筑波教室・ 1同事訴訟法 (1987年)124][。
ドイツ法では，被疑者・被告人としての地fJi:~と検察官の意思会主伐をとして判断
する意思説が半IJWtl.通設である(BGH10，8，12; 34， 138， 140， Kleinknecht I Meyer-
Gossncr， StPO， 45. Aut1.， 2001， Einl. Rn. 76)0したがって，工J 検察1立が指定した被
告人でない者が公判{こ出援し判決が言?い渡された場合は，判決の効力は公判に出頭
した殺にも検察官が指定した被告人:こも及;まないが，氏名主主用者が公判(こ出頭し判
決~受けた場合には，判決の効力は氏名ぼm者{こ及ぶ(c. Roxin， Strafてverfahrensω
recht， 25.八utl.， 1998， S.41 i)，また，玄氏名住所の被'[1m若手を;s先人とする略式
命令の効力{ま，命令が被夜用者{こ送途された場合でもE当局者{こ及ぶ (E.Schmidt， 
Lehrkommentar zur StPO， Tcil 1， 2. Au札 1964，S.l71)， とされている。
7) 第 i若手公判でその事実が判明せず，形式的被傍人(こ対する実体判決があった場
告示， 1>実体判決が未議室主主であれば，形式的被告人もまた銭訴することができる
が，校訴辺自については， 378条2珍説(沼匁・前掲(注 1)28 ][J， 387条 3号
説(伊藤ほか・詰Ij掲(注1)383][ (白井滋夫 J ，松尾治也監~~.多 5条終刑事訴訟
法 (3絞機織絞， 2006年)450][)がある c 後述するようにー f検察官が指5Eした
被告人jでない者に対して判決することは不合不滋の涼則違反だという点で 3号説
{こ，際空答が公訴棄却すべきだった点、で2号設に理取がある。上告主義の場合は 411条
l努の戦後破棄事iおとなる 3
ミ主判決が確定したときは，公訴棄却すべき場合だったのであるから，苦手{午の審
ヲ
手1)が法令{こ途反したj として非常上告によるとする説(夜1Ê:~・前絡 W: 1) 28 
n， 伊藤ほか・前掲(注 1)383頁 [8弁滋夫J)，I主題苦手会話会いi度すへき場合J，こ
72iたらないが再審'e認め，公訴棄却するべきだという説(服部一雄 f被告人を定め
る基準Jr刑事災務ノート j2巻(1969年)1im，被告人!こは非常上告の申立擦
がないので再審の可能性を認めるべきだとする説(井と正仁 f被告人の氏名の援用
と盟各式命令の効力j努妻美研究 53巻 4-7子(1982"1'.) 8i 1ま)がある。
8) 1]1寓・詰Ij掲(i}1) 28頁，伊緩ほか・前掲 (ij二1)381頁〔臼芥滋夫L 渡辺・
前掲(注 4)38頁。
なお，級決Ul:60・11・29JfU集 39巻 7号 532fiは，他人の氏名合間期したまま逮捕
中求令状忽訴されたがその後保釈され，公判{こ出頭して議埋，判決ぞ受けた者ーを実
質的被告人だとした原審決定'e透認したa
9) 争1境・前拘 (j主1)335 fi，小野清一郎ほか 5ポケット注釈会主;刑事訴訟法j
上巻 (1986年)599 fi。
10) 正問・前拘(注2)93頁。
11) 高田卓f;!jjr刑事訴訟法J(2訂版， 1984年)i4I言。王子場安治・高間取詩3・中武騎
犬・鈴木茂腐れ主主卒刑事訴訟法3 中巻(会訂新~友， 1982年)259]主〔平場安治〕
は， この見解をと，氏名冒mの場合に f例外約{ニ慈:段、説による理論的後拠は明らかで
ないJと批判する。これは， I起訴状以外の資料を参酌して検察官の窓怒、な縫かめ
ることができるのであれば，それは表示説の域を脱して，むしろ意思説に近いとさ
えいえるであろうj という怒思説からの指綴(松本・前掲(注6)124支) (ニ符合
する。
[2) IJIHi!i・iIU弱(注ア)3頁。
13) 松本・前掲(ii6) 124 YI， i陸夫・自iIm(it 6) 2ii ~L .長島・前掲 (i主6)56 
況が， f司王米の被告人を定める潔準{立，究僚的{こは，表示合通じて知得しうる倹芸美
枝の怒j忍によるへきである j とするのも，治:観的に3誌づけられた倹祭官の窓忠、~基
準にするものであろうっ
14) その窓l床で， Schmidt， aaO (八11111.i)， S. 169のように， f被俗人は，検察官が捜資
手続の対象とし，起訴しようとした劣苧であるj と定義するのが適切かもしれないC
15) 検察官の訴追怒忠会篠認する資料として， f按交の過程{こ泌するまま料等J(間宮裕
編著問U事訴訟法J[ (19i5年)52i N (熊本興滋J)，fゑj綴や起訴J，f!;l'j-名.:Jljl:j] 
等の不一致などJ(服部・前潟(注7)8 fif)，略式手続によることについて奨議の
ない旨の線述書，t(3jZi嘉ほか・自立掲 (a11) 260][ (平場安治J，渡辺・前掲(絞
り 42頁)があげられよう。
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裁判所書記官研修所編 5刑事突務の研究.!(19i8年)152頁は[迷協，勾留包れ
て取調べを受け，公訴を提起され， JjI_(こ勾緩やであるj こと， f検察官の'j[t，}'lJ1えび
様々の客続的"*僚のーっとして)さ捺!待{こ採取された被疑者の指紋，写真等J{e参考
被告人の特定
として，実質的な窓味での被会人公決するという。検祭1ぎの]!.忍と指紋，写真営放
列するのは，判断;立添と'j寺住r資料の滋i可であろう c
16) 閥次長1r別事判決における認定すべき喜時三と自由な説明j判タ 452号(1981
年)3i :!'L 
1i) 火阪商科Ht'l52・3・1nfJH9 巻 3~4 号 212 ][0 
18) 絵本・前掲(注6) 124][は，突まま的表示説においては，滋約できる資料の~造問
が媛i沫だとする 3 たとえば，渡辺・前掲(浅 4)38頁は， r逮捕中・勾留中等の起
訴状の表示や被告人として出頭した人物が現{こ乙名で勾留中であるという事突は，
検察1ぎが被告人として指定した?乙と名乗った人物3と公判{こ街頭した人物が将一
人物であることを訴す資料の一つにすぎず， {践の資料によってこれが明らかにされ
れば，やはち公判にお践した取を被告人として耳立ち扱うことに不都合はないと思わ
れるj とするが，資料の4退問が紛らかでない。
19) 内藤文炎 i{也人の氏名を'fi1fねして交付金受けた略式命令が'fi1fJ者{こ効力を生じて
いないとされた事例J 最高裁籾f'fr判例線設刑事綴問初年 50皮J110][，ぢE…
彦 f被告人の特定{被?を人は設か)J法務総合研究所:縞 fJfUUJ法セミナ-VJ (1992 
3手)88， 89]主は，後総的{こ，身柄拘束以外の事実は検察官の窓辺、の筏:観的資料で
はないとするように解される。
20) 服部・lJiH!t，l (注7)6頁。
21) 被傍人の行動{ま実質的な]!.I沫での被告人を定める袋詰主でないという主張に批判約
なものとして，内線・前掲(注 19)1121=L小林光 rf恋人の氏名をliffJして受けた
略式命令の効力'f'lJタ315号 (19i5年)148][。
公暫手続における被告人の特定
以下では，次のような場合分けに従って，公判手続における被告人の特定
を検討する。
冒用考が被腎用者の氏名住所をを?表示した}起建訴訴.状で
公判廷に出頭した場合c
冒用者が被官用者の氏名住所を表示した起訴状でソ也訴されたが，起訴
状の送達令受けた被胃照者が公判に出頭した場合。
多被疑者が正確な氏名住所~表示した起訴状で、起訴されたが，地入が代
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わって公判に出頭した場合。
1 習用者が公判に出頭した場合
(1) 冒用者が公判出頭する場合として考えられるのは，冒F任者が起訴状
の送達そ受け出頭する場合，被習用者が恕訴状の送達を受けたが，被
と通謀のうえ冒用者が出頭する場合である 22)。実質的表示説によれば，検
の2芝居、と被告人としての行動が考慮され，官用者が実質的被告人とな
る23)。判例もこの立場をとるw。冒用者の身柄拘束の事実がある場合は，
身柄拘束の事実が根拠とされることが多い。官用者が実質的被告人と判断さ
れる場合は，起訴状を訂正のうえその後の手続を進めることになる。
これに対し，表示を基準として被習用者を実質的被告人とするが，現に被
告人の身柄拘束中という事実がある場合に限って習用者全実費的被告人とす
る見解や25)，起訴状に写真等が添付されている場合を除いて，検察官の
忠にかかわらず被冒用者を実質的被告人だとする見解があるお)。身柄拘束
中のーポ突が起訴状に記載されることや，起訴状の表示が写真によって補充さ
れていることな根拠とするので，形式的表示説の一種といってよいだろう。
(2) すでに述べたように，実質的表示説においても，身柄拘束の事実そ
れ自体{ふ実笠的被告人を定める根拠ではなし検察官の意思、を確認する資
料として位誼づけられている目。しかし，検察官の意思を磯認する資料と
なりうるのは，身栴拘束の事実に限られなL、。 r当人が身閉拘束されている
のため検察官の訴追意思が明認できるj というのは，このような趣旨ぞ含
むのかもしれない。実質的表示説は，いかなる理由でどの資料を判断資料に
するのかについて不明確さを残しているが，検察官の意思念確定する資料が
身柄拘束の事実に限られないという点lふ略式手続の場合にも考慮されるべ
きだと忠われる。
(3) 胃用者の公判出頭が実質的被告人の判定根拠にされているが， 249 
条の規定と抵触する点を措いても，なお疑開である。
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公判に出頭した者が起訴状の表示と食い違う場合，その者が実質的被告人
か形式的被告人かはまだ不明であり，実質的被告人と特断できるのは，その
者ぞ起訴した検察官の意思、が確認された場合であり，検察官の意思の確認
{ふ指紋・ に瑛れた資料によって行うほかない。公判出頭が
実質的被告人を定める根誕の一つにふさわしくみえるのは，検察官の訴追意
思に従って実質的被告人と特産与されている者が，現に公判に出頭しているに
すぎないからである。公判出頭の事実が実質的被告人の判断に実費約に寄与
しているようには忠、われない。
2 被冒用者が公判に出頭した場合
被器用者が公判出頭する場合として，起訴状の送達を受けた被管用者が事
情を知らないまま公特に出頭する場合や，器用者と通謀のうえ身代わりで出
頭する場合がある。
この場合，被冒用者が自分には身に覚えがないと主張する場合(起訴状を
送iさされた被留用者が被25人でないと主張して出頭しない場合も同じであろう)と， そ
のような主張ぞしないまま手続が進行する場合がある。
(1) 被習用者が被告人ではないと主張した場合(ふ裁判所としては検察
に求釈明し，検察官は，捜査に現れた資料など客観的な資料に基づいて，
誰が「検察官が指定した被告人jであるかを?立証すべきものとされる
の事実が明らかになれば，被官用者に対する手続~進めることはでき
ず，別途，冒用者に対する手続を進めることになる。
この場合，検察官の訴追意思が確認できないこともありうる。実質的表示
説の多くはこのような場合に言及していないが，実質的表示説では，検察宮
の意思は被告人特定の基準で、はなく判断資料にとどまるから，検察宮の意思
が不明な場合，表示を実費的{こ「解釈j し読み替える根拠がないので，起訴
状の表示を基準に被習用者喜子実質的被告人として扱うことになるのであろ
う到。このような扱いをすることを前提に，検察官において公訴をナ取り消す
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べきだとする説がある則。しかし，被告人の特定のために検察官の訴追意
思の臨認、が必要になるという前提から出発して，検察官の訴追意思、が確認で、
きない場合には起訴状の表示に渓って被告人を定めるというのは，前後，整
合しないのではなかろうか。この場合は，実質的被告人は不明で、あり，被告
人の特定は訴訟条件ーであるから (256条2項l，被告人不特定として公訴楽部
すべき場合であろう。意思説では検察官の訴追意思が基準となるので，検察
官の訴追意思が不明ならば，端的に被告人不特定として公訴棄却すべきこと
になる c
(2) 被官用者が被告人で、あることを?争わない場合{ふ被官用者が実質的
被告人だという見解があるが31)，この見解は，起訴状の表示および被
者の公明j出頭という行動を根拠とするものである。しかし，多くの実費的表
示説は，出頭した被習用者を形式的被告人と解して，これについてとるべき
措置を検討しており 32)，冒用者が実質的被告人で、あることを前提にしてい
るようである c そうだとするならば，習用者は公判に出頭しておらず，ま
た，起訴状の表示は被笥用者であるから，被冒用者ではなく冒用者ぞ実質的
被告人とする根拠は検察官の;忠忠だと考えるほかない33)。実質的表示説も
また，実質において，検察官の意思、のみを?根拠に実質的被告人公判断してい
ることになるコ
3 身代わりなどによる公判出頭の場合
検察官の起訴しようとした者と起訴状の表示は一致するが，第三者が身代
わりとして，あるいは，敢なる人違いで、出頭した場合は， i起訴状の表示と
検察官の意思との関に不一致はないのであるからふ出頭した者ではなく本
人が実費的被告人で、ある， とされるしかし，この場合ふ起訴状の表
示と検察官の意思が一致する点、よりも，出頭した者が f検察官が指定した被
告人」ではないという事実が譲重さであり， i検察官が指定した被告人j と起
訴状の簡に議巨額がないというにとどまるのである。この点でも，検察官の意
14 
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忠、が被告人を特定する基準となっており，検察官の意思と起訴状の表示の一
致を持ち出す必要はないのである c
j主
22) 渡辺・自立掲(注-!) 38 頁{こよれば，執行強子取消しゃ;ID転免許IfXìì~ しを免れる
ために知人の氏名を借用し，波留用者が起訴状の送途'I'受l久民約者が公判出頭す
ることがある。
なお， E3f用者との|主Jj係で有効な起訴状送J~の有然が問題となるが，有効な送遂が
なかったとしても，冒用者がこれをと争わないことで液抗が治療されること，被官用
者への起訴状の送遂によって被習用者が実質的なJafl床で、の被告人となるのではない
ことについては，渡辺・前掲(注 4)39頁参照。
23) 綴}1II1政主主 nドJIji:裁判の研究(21佼， 1955年)1ii資，浮lB:…fJfU楽訴訟法主主
(新絞， 1962.ip) 42][，高室長]':!人「被告人の持主主J 公'1司法大系 II(1974 
3手)107頁，渡辺・前掲(注4)37頁，伊藤ほか・前掲(i主 1)37守支〔臼井滋
夫)，藤永ほか・ 1別母(注-1)94][ (吉田博絞〕合
24) 東京高利ap， 47・ヲ 251fU表記月報4巻9号 1533]ミ，大波高決昭 60・8・20!怠別条38毛色
2努 117頁(絞i3と自白 60・11・29Jf司祭39巻?号 532]支がこれを是認した)。
25) 事1]密・自ij掲{注 1)335][，小野ほか・前お(i主判的91.'L
26) 横井大三?控訴申立の滋rflJ B本刑法学会 5刑事法談RliJ禁'36巻 (1953i手)
12911'[0 
27) 泌お:8の引用文献参照c
28) 渡辺・筋縄(注 4)40][，服部・前潟(注 i)9頁， Al1主総・前掲(注目)527 
][(熊本然滋〕参照。
29) 三弁談 5刑事手続法(II)J (20031ド)419]まが，身柄不#耳東の場合について，
「特定が可能なケースがときにあるにしろ，一殺に起訴状の表示のみでその特定ぞ
おこなうのは容易でない会したがって，絞国用者である y(こ対する公訴提起と考
えさもるをf与ない場合も少なくないであろうj とするのは， この趣旨のようである。
30) 絵翠続修・前掲(注7)467][は， r間一位が縫認できない場合はあくまでも被
関m者lこ対する公訴提起となるのであるから，検察官の起訴状の訂正は許されず，
検察官としては，公訴を絞り治さなければならないJとする。
31) 河上利緩「被告人(主計五かj、flJタ584号:.(1986王手)18賞。
なお， i5線文総 5刑事訴訟法通論 J二巻 (5liJ版， 1976年)156][，松尾治13
f刑事訴訟法{e学ぶ[~ 4悶刀法教7号(1981年)57 J[，後腎用者の公判街頭の
行為があれば実質約被告人とするように読まれるが，後冒用者が被告人であること
を争った場合は除外する怒慢であろう c
32) B3宮・1i立掲(注 1)28 J[，渡辺・前掲(注4)41 J[，絞去1).泊潟(i主 i)12][など。
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33) 河上・前掲(注31)18頁が‘被rAlHi者が出頭した場合は rそのおri-'起訴するな
141でなかったことを検祭宮が後続的{ニ明らか{こすれば，何らの訴訟係li誌もゑぜずj
とするのは，この趣旨であろう 2
3，1) 燦永ほか・前掲(注4)94資〔浅沼博税〕。
一 略式手続における被告人の特定
1 問題の所在
略式手続についても， 249条が適用されるから，略式手続における実笠的
被告人全判定する方法は，本来，通常の公判手続と開じであってもよいはず
である。しかし，略式手続においては，起訴状の表示・検察官の意思・被告
人の行為念場合に応じて適宜考培、する実質的表示説の，表示説としての性格
が，公判手続の場合よりも色濃く現れる。実費的被告人の特定において公判
手続と異なる判断方法をとるべき実際的な理由と必要性の有無が問題とな
ヲ
心。
1恥式手続には，手在宅の被疑者に対し，略式起訴から 14日以内に略式命
令が送迭される通常略式(続 290条 l写D‘辛在宅の被疑者が検察庁に出頭
し， I略式請求から略式命令まで即日処理する在宅在IT略式(待命略式)，③逮
捺(または勾綴)中の被疑者に対し， I略式諮求から略式命令まで即日処理する
逮捕中荘庁略式があるが‘冒問者または被冒用者のいずれが実質的被告人と
なるかは，略式手続の種類によって異なるというのが通説である。
2 通常略式の場合
(1 ) 氏名が胃用されると，裁判所に提出される起訴状，略式命令請求
略式手続に対する同意の書簡(中述j!Flなどに被冒用者の氏名のみが現
れ，略式命令が被雷用者に送達されるのが常態であり，起訴状の表治以外に
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被告人を特定する資料がないという理府で，被冒用者喜子被告人とするのが通
説である日。通説によれば，被震用者が略式命令そ受け取ったときは 14臼
以内に正式裁判を請求し無罪判決を求めることができるが (465条)， I略式命
令が確定したときは再審議求をすることになる
実質的表示説の立場から，ゆ述書が略式命令請求書に添付されることなと
を考患い実費的被告人を間用者とする説がある起訴状に表示された
被告人は陳述書を作成した者をさしている， と起訴状の表示ぞ実費的に解釈
するという趣旨であろう。
(2) 被器用者がどの段階で実質的被告人となるのか，見解が分かれるつ
( i ) 実費的被告人の確定時期は，氏名冒用が発覚した場合の処置
する。
(乱) i書面審査だけで，被告人が裁判所で行動することは予定されてお
らず，検察官の意思も超訴状の表示以外に出るものがないので，実質的意味
で、の被告人{主導ら起訴状の表示に依拠せざるを?えないj別という
通りに解するならば，略式命令請求の1寺{こ，被習用者が実質的被告人として
確定し，略式命令請求後，略式命令発{昔前に氏名冒用が発覚しても，起訴状
の訂正ができないことになろう。しかし，氏名間用の事実の通知を受けた裁
判所が，略式命令守することが相当でないとして通常の公判手続に移行する
ときは (463条1r1'l)，通常の公判手続の場合と向じように検察官は超訴状の
詐正を申し立てることができるから，少なくとも略式命令発付前は被
が実質的被告人として確定していないと解さなければならない刻。
(b) 略式命令合受けた被冒用者は，正式裁21日を請求して無罪を主張す
ることができる(または，氏名¥Hflが発覚したときは，検察官は正式裁判ぞ市伐とし公
訴をと絞り消す)とする見解40)は，略式命令の発付・告知によって被管用者が実
質的被告人として確定すると考えるものである。検察官が正式裁判を請求
し，起訴状i"訂正して笥用者に対する手続を進めることができないとする判
例は41)，この立場合前誌にする
略式命令の発付・告知によって被管局者が実質的被告人と篠定する綬拠{こ
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ついて， r形式的被告人が誰かを論ずる場合と間じく，裁判所の審理段階で
の率的がより重視されようJという前提にたって， r略式命令も乙(=被冒用
者-rJIIJ.r¥'i-)を被告人として同人に送達されている以と{別の証言からみると，乙
が被告;人として行為した…一送途会受けた ともいえる)，裁判所は乙喜子被告人と
して絞り扱ったといわざるをえないj とする見解がある制。しかし， I略式
命令の発付および送還によって，裁判所が被冒用者を実質的被告人と扱った
ものと解するのは， r審判の請求を受けない被告人について裁判するJこと
であり，不告不理の原則に違反しよう利。 rw送達~ (ま，元米，送達せられ
るべき者，すなわち被告人に対してなされるべきものであって，むしろ被告
人の確定の方が先決潤題で、あ(る)J -15)という指摘が妥当する。
(c) 略式命令発付後，略式命令確定前ならば，検察宮は正式裁判を請求
し， j邑訴状を訂正し，首用者に対して手続喜子進めるべきだとする見解は46)，
略式命令の送達があっても被冒舟者は実質的被告人として確定しないことを
:詰提としている c
465条 1項は， r略式命令を受けた者jが正式裁半日公詰求することができ
ると定めるので，実質的被告人でない被冒用者もiI式裁判を請求することが
できる被冒用者が正式裁判全請求した場合については，被管用者は正
式裁判請求という訴訟行為を行ったことで形式的被告人となり事実上の訴訟
部属が生ずるので 338条4号ーで公訴棄却するという方法Uベ被習用者か
ら正式裁判請求があっても， r裁判所は，おの詰求によって直ちに B(=被安
用者一引問者)を実質的被告人として取り扱うべきいわれはないから， 4カ月
の経過を待って法463条の 2第2現により公訴棄却の決定すべきものjであ
り， この場合，被冒泊客?を了形式的被告人として扱わないという方法制が主
張されている。いずれの方法もありうると忠われる c
この見解では，被官用者に対する略式命令が確定した場合，略式命令の名
宛人である被冒用者は実質的被告人と位霞づけられるようである則。しか
し，本来形式的被告人であった被冒用者が略式命令の確定とともに実質的被
告人となる理由・根拠は克いだしにくいのではなかろうか。
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(i) 記訴状 された被習用者が，略式命令の発付・告知または略式
命令の磁定によって実質的被告人となるという議成は， 249条との整合性に
問題が残る。
(a) 略式命令の発付・告知によって実質的被告人が確定するという立場
に従えば，正式裁判に移行後，被冒用者は公判出頭の義務守負うことになる
が， この点の不都合は検察官の公訴取i躍しによって妥当な解決をはかる， と
されている たしかに，公訴寂消しゃ，口頭弁論を要しない 339条の準
用によって公訴棄却却をする方法で被冒用者の負担を回避することは可能
である。しかし， ないという理由で， I検察官が指定した被告人J.tJ、
外の者喜子実質的被告人と解してもよいとはいえないc
(b) 裁判例に現れた事案{こ，簡易裁判所から略式命令謄本の送達を受
げた被 Tがその翌日， を持参して向裁判所に出頭し，人違い
である旨の取立を?なし，同庁裁判所事務官から， Tの意思に基づいて正式裁
判全求めてその救済's:'求めることのできる皆の説明をも開き入れず，右i略式
命令の謄本'S:i去し置いて立去ったj というものがある(約百問決1沼39・10・26下
別条 6巻9・10サ1193][)。この場合行われるべき措霞は，裁判所から検察官
に通知し，検察官において被告人の同一性を調査することであろう。取諜べ
を受け供述読書に署名.j中部し，中述書に署名したのは習用者であり，被冒
用者が f検察官が指定した;被告人jでないことは，これらの事実によって篠
認されるはずである{この場合lふな忽設によれば実質的被告?人となるぽ用者が特定
されるならば，あらためで絡式命令;e送i乏し日用者が'1宅約しなければ‘ 4かfヨ以内に誇持
活;命令均三被会人に告知されない士話会として， -163 a誌の 2で公訴さ誌却すべきである)っ この
ような手続ぞ経て被習用者が実質的被告人でないことが確認された場合にも
なお，実質的被告人として扱い，正式裁半日全請求するか(465条 l項)， また
は穣定後であれば再審議求しなければ救済されないとするのは，検察官の側
でしかるべき措置を行うことで被器用者の負担が観念とのものにとどまると
しても，疑潤が残る。
(c) 通常時式において形式的表示説会支持する論者は， Iこの結論は，
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一見非常識と思われるかもしれないc しかし，確実性{e嬰求する訴訟法の立
場からは，やむをえないものと考えるべきであるj という日c しかし，形
式的表示説をとることで，設のどのような利益が保護されるのかを考えなけ
ればならないc 裁判所は，被官F持者が実質的被告人とされることに利益をも
たないし，挽察官にも，その指定した被告人でない者が実質的被告人とされ
ることの利益はない。観念上のものであっても，被器用者の不利誌のみが残
るだけである。起訴状の表示に対するその f信頼J"e保護すべき者は存在し
ないc 形式的表示説の結論は，手続の確実性というだけでは正当化できない
と思われる c
3 在宅在庁略式の場合
(1 ) 在宅在Jf略式(待命略式)については，実質的表示説の中でも見解が
大きくニつに分かれる。
最高裁は， i弱気帯び運転で検挙された者が無免許運転の発覚をおそれ他人
の運転免許証を提示したため，無免許運転の事実が判明しないまま， i酉気;南;
びj選転について在宅在庁略式の一種である三者部EI処理方式によって略式命
令を受けた事案において，なお訂きで， i原判示の事実関係のもとで、被告人
が他人の氏名"e器用して交付合受けたl略式命令は留用者である被告人に効力
ぞ生じないとした原判決の判断は，正当で、あるj としている(議決問 50・5・30
別集 29巻 5号 360:ff)。最高裁決定を支持する学説と決定に批判的な学説は椙
ばするようであるが最高裁決定の合意するところは，検討をナ饗する
ように思われる。
( i ) 決定は，確定略式命令の効力は器用者に及ばないと判示するが，こ
の判示からは，被冒用者に略式命令の効力が及んでいるか否かは明らかでな
。、? ?
及ぶという趣旨ならば被器用者が実質的被告人となるが， これは，形式的
表示説を?とることを意味する。したがって，略式命令発付後確定前に氏名聞
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用の事実が発覚し，検察官が正式裁判を請求し起訴状の訂正を申し立てても
許されず，また，略式命令確定後に氏名雪用が発覚したときは，被官用者は
再審による救済全受けることになろう 5 これは，本件の原審がとった立場で‘
ある。本件最高裁決定を支持する論者は， このような題旨に最高裁決定営環
解しているようである
しかし，最高裁決定は，略式命令の名宛人が被管用者で、あっても，略式命
令の効力は実費的には被官活者に及{まないという趣旨に解する余地がある令
このように解することができるとすれば，最高裁決定は，形式的表示説にた
つようにみえるが，被冒用者はせいぜい形式的被告人にとどまるから，必ず
しも形式的表示説でiまないことになる。
(i) 公訴提起の名宛人と略式命令の名宛人のずれを認める立場にたっ
て，最高裁決定を理解する見解がある。これは， iX (ヱヱ冒潟者 引用名)が被
-被告人として行動していたことや略式命令請求書に被告人が在庁して
いる旨の記殺があったことは，検察官が本来誰ぞ起訴したのかを判定する上
で重要な意味をもっj として，冒用者を公訴提起の名宛人すなわち実費的被
告人と解するが， r裁判所としては，この王者郎日処理方式の場合にも，被
告人と直接対面するわけではなし専ら番組審査により裁判することに変わ
りはない。したがって，被告人の特定についてはやはり起訴状等の表示が決
定的な意味を有するj として，被官用者ぞ略式命令の名宛人だとするもので
ある刻。しかし，略式命令の名宛人を被替用者と解することは，被官用
に略式命令の効力が有効に及んでいるという趣旨ではないようである(最高
裁決定に関する上記(i)を参!知。論者は，通常略式の場合にもこの二分論が妥当
するとしたうえで，略式命令は表示どおり被冒用者に対するものであるが，
略式命令が被管用者に送遣されたときは，正式裁判の議求によって通常の公
判手続に移行したうえで被冒用者に公訴棄却を言い渡す，としているからで
ある到。したがって，三者期日処理方式において略式命令の名宛人とされ
る被官用者も，公訴棄却を言言い渡して外形上の訴訟保躍を解泊すべき形式的
被告人にとどまるのであろう刻。
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この見解に従えば，通常時各式，在宅在Fr略式，逮捕中在庁略式のいずれの
方式においても，形式的被告人で、ある被官用者を名宛人とする略式命令が発
せられ悠定しても，実費約被告人である腎用者に対する手続は侍ら影響合受
けないのであるから，氏名器用の事実が判明したときは，略式命令'eするこ
とが十日当でないものとして，裁判所が通常の公判手続に移行するか (463条 l
Jj')， 1略式命令カ'4か月以内{こなされなかったものとして公訴棄却の決定な
することになる (463条の 2)59) c これは， 1ぎ[罵一貫した見解と評しうる60)。
しかし，実質的表示説を:IW提にする点はともかくとして，裁判所が書面上の
被告人に対して裁特'eするから，略式命令の名宛人は形式的被告人である被
官用者となり，冒用者Aはおよそ略式命令守受けていないという結論は，起訴
状に関する実質的表示説から出発しながら，略式命令については，形式的表
示'if偏重する結果になっているのではなかろうか。
(2) 以上のように，最高裁決定の判示は，被官用者な実質的被告人とする
穆式的表示説ぞとったものかどうかは解釈の余地を残している州。これに対
L，原判決は明示的に形式的表示説にたって，以下のように判示している。
1 r道路交通法違反被告事件のように簡易迅速を?旨とする略式手続におい
ては‘通常:の公判手続ないし交通事件長1決裁判手続における人定質関のよう
な被告人選別の機能合もつ慎重な手続はなしもっぱら書面 tで特定された
被告人に対し裁判が下されるのであり，裁判形成の過程において境実に被告
人として行為する場面は原則として予定されていないのであるからんコ
郎日処理方式により被関市者名義の略式命令の交付念受け，罰金を納入した
器用者は略式命令の名宛人ではない， r右起訴状および略式命令表示の被
告人と本件被告人との同一性を認めることはできなし、から，右の表示を倹察
の意思、によって本件被告人に訂正ないし変更することは許されないのであ
り……， したがって，お略式命令における被告人は本件被告人Oはなし
結問その表示にしたがし、Tと認むべきであるJ(東京高判IH49.8・29;'部隊祭2i巻
4号 3i4頁)。これについては，以下のような点を指描できょう。
( i ) 略式手続では人定質問のような手続がないことが理由のーっとされ
1) 
後君子人の特定
ている。しかし，人定質問は，裁特所が被告人が識であるかを?認定する
ではなく， i検察官が指定した被告人jが出廷しているか否かを線認するチ
にすぎない。氏名関尽にせよ，人違いにせよ，身代わりにせよ，被告人と
して法廷にいる者が実質的被告人であることについて競義が生じた場合は，
裁特所としては， i検察官が指定した被告人j と被告人として法廷にいる
との間一性について，検察官に対し求釈明し，検察官に起訴状以外の資料の
提出を{足すことになるc 人定質問を経る公判手続においても，被告人の特定
に疑義が生ずるときは，起訴状以外の資料によって実費的被告人が判定され
るのであるから，人定質問のない略式手続において被告人の特定に疑義が生
じたときは，起訴状以外の資料喜子援用することは許されず，当然に起訴状の
表示に従うべきだ， ということにはならないだろう。
Ci) iもっぱら書崩上で特定された被告人に対し裁判が下されるj こと
も理由のーっとされているが，この点は略式手続の書面主義上当然のことで
あり，喜子面上裁判を受けた者と f検察官が指定した被告人jの同一殺が問題
となる場合に，略式手続は護福主義であるというだけで問題が解消されたこ
とにならない。裁判所が警部上の被告人に裁判をするとしても，その被告人
が f換察官が指定した被告人jでない場合は，裁判を受けた者を，公判手続
において手続が一定程度進んだ被官用者の場合と持様，形式的被告人とみる
余地がある。表示を基準として被冒用者を実質的被告人とするには，もう
段の理由づけが必要であろう。
(ii) i裁判形成の過程において現実に被告人として行為する場面は原知
として予定されていないj ことも，形式的表示説の根拠とされる。これは，
公判手続において冒用者が被告人として行動したことが，官用者を実質的被
告人として扱う根拠になるという理解を前提にするものであるしかし，
すでに述べたように，習用者は「検察官が指定した被告人」であるから実質
的被告人となるのであって，公判で被告人として行動したからではない。略
式手続において皆用者が被告人として行動しないことは，冒用者が実質的被
告人であることを否定する根拠にならないだろう。
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(3) 最高裁決定が略式命令の効采が霞用者に及{まないとした点、に批判的
な見解が少なくないが，その理由づけは多様である。
( i ) 批判の根拠として， r i起訴状{こ『在庁Jと表示することによって
ーその日に乙と称して検察官のもとに出頭し，寂諮べを受け，略式手続に
よることに異議のない旨の書面に署名し，現に在庁しているものを起訴した
という検察官の意思が明らかであること，甲としても略式手続に異議のない
詰述べ，また略式命令謄本の交付送達を乙と名乗って受けているのであっ
て，略式命令の成立に被告人として能動的に，在主題的に関与しているj こ
とら3)，ミ~ r被疑者，被告人は客観的に特定しており，検察官の意思も，本
人の行動も被告人としてのそれである」こと州， 「警察官の取調べから
検察官の取調べ・記訴手続(違反者が略式手続;こ呉談のない旨を子市述する手統合合
じ)，略式命令の発付・告知まで一連の手続として行われる三者即日処理方
式による略式裁判は， w被告人』として能人の介在する余地のないものであ
(る)Jことなどが指摘されている
は，在日=の事実よりも起訴状の「在庁j という表示および被告人の行
動に，ぅ2説は検察官の意思の明能性と被告人の仔為に，者;説は在庁方式に
よって人速いが生じる余地のないことに着!:lするようであるが，いずれも器
用者に対する倹祭官の訴追意思の確定が谷易だということを，官用者を実質
的被告人とする恨拠と解している。
これに対し，起訴状に「在f引の表示があるときは， r裁判所としては，
それに重きを行き，当自検察官の取諮べ~受け硬に在庁している者合被告人
と考えるのが通常でありふ「裁判所が略式命令念切(=jfl!i者 引用活)に送
達するということは，明らかに甲を被告人として取り扱ったということそ意
味するjから，習用者営実質約被告人と解すべきであるが，加えて，検察官
の意思や冒用者が略式手続に異議のない旨述べているという行動があるため
に，自用者を了実質的被告人とすることの妥当性がいっそう強められるとする
見解がある州。これは，営用者宏被告人として扱う裁判所の意思を基準に
するものであるが，裁判所の意思、によって被告人を定めるのは不告不理の原
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期違反となろう。
(i) 以とのように，通常略式との関保では検察官の意思、な判断基準とし
て認めない論者も，三者rlfJ日処理方式に関しては検察官の意思を判断基準と
して，言用者の在1ずの事実を検察官の意思念確認する判断資料として重援す
る。しかし，すでに述べたように，を庁の事実全被告人の行為とみるなら
ば，これだけで検察官の訴追意思が確認されるわけではない。むしろ，
官が習用者を設り調べた事実，習用者が略式手続に異議のない旨の署名・押
印のある源述書を提出しているという捜査手続における事実が，強察官の意
思を確定するうえで不可欠の事実であるむ取調べおよび陳述書の提出喜子終
わった管用者の身代わりとなって，第三者が在ITし略式命令の交付を受けた
場合を考えるならば，在庁の事実だけでは検察官の訴追窓思を確認できない
のであって，冒用者が取言語べな受けた事実や陳述書を提出し
検察官の意思を確認する方法によらざるをえない。
4 逮捕中在庁略式の場合
によって
(1 ) 逮捕(または勾磁)中在IT略式の場合は，冒用者が被告人だとするの
が判例・通説である。
判例の事案では，逮捕中在庁略式によって曽用者が略式命令を受けた後に
氏名営舟の苦手突が判明したので，検察官が正式裁判を議求し，起訴状の被告
人氏名等の表示の詐正を申し立てたところ，第 l審決定は，被官用者営実質
的被告人と解し，略式命令がその請求のあった日から 4か月以内に告知され
なかったとしてこれを取り泊し，公訴を棄却したc 即時抗告をヲ受けた大阪高
裁は，以下の理由で原決定を取り治している。
事起訴状には被官用者の氏名等が表示されているが，起訴状に「逮捕中
待命j と明記され，被告人は逮捕中の者である旨の表示がある，ミZ留用
{ま現行犯逮捕後，略式命令~請求する起訴状が受理されるまで逮捕中であ
り，検察官が逮捕中である冒用者そ起訴したと認められる客観的信況があ
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る， 逮捕された の写真および指紋がとられ，保管指紋禁との対照
により偽名使用の疑いが発見された， 器用者以外に略式命令謄本が送達
されるおそれがない，を略式命令に「逮捕中jなる慢の記載がなく，被胃
用者の氏名等が表示されているが，起訴状の f逮捕中待命jの表示に即応
し，差し出された現行犯人逮捕手続書および留置書により身柄についての
24時開の制限時間営確認し，迅速に略式命令ぞ発し，検察庁庁舎内執行徴
収課室内において，廷吏が待命者である闇用者に略式命令謄本を送達してお
り，裁判所の客観的意思、は，略式命令の氏名等の表示にかかわらず，逮捕中
起訴された待命者を指向している， と判示し，略式命令の効力は胃用者に生
じているとした(大波高決stl52・3・17iflj月9巻 3 4号 212頁)6iJ。
ら争の事実は，習用者に対する検察官の訴追意思を示す資料である。
本件決定が写真および指紋を特定の資料としてあげている点は注目すべきで
ある。をおよびをの事実は，裁判所の行為が関連いなく f検察官が指定した
被告人J(こ対して行われたことを示す事実であるが，冒用者が実質的被告人
であることな積極的に根拠づける事実と解すべきではないc
(2) 学説は，逮捕中在庁略式の場合の実質的被告人を とする点で
ほば一致するが68)，在宅在庁略式における「在庁Jの事実は実質的被告人
合判定する資料にならないとする論者も， i逮捕中在庁j の事実セもって
「その被告人への訴追意思が明認で、きるj根拠だと解している69)。意思説か
らみて， この点をどのように評価すべきかはすでに述べた。
注
35) 回答・前掲(i主1)29 JL E臼1:1守-rJflj事訴訟法(第4絞総正絞， 2006:fド)
205 Jf，白夜祐jj'j!Jf持E訴訟法J(5!段、 2008年)36頁などc
36) 三井・前掲(注29)421頁c
37) 平場ほか・前掲(注 11)260頁〔王子場安治L
38) 藤永ほか・前掲(注4)98 Jf ("f言問得税〕。内務・前掲(注 19)110 Jf， E吉田・
前掲(i主 1ヲ)8ヲ頁l司E30
3ヲ) したがって，絡式命令発付高官に氏名留mが発覚'した場合は起訴状の訂正が可能で
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ある。起訴状の訂正~受けた裁判所は，略式手続の2告知を受けた者がE3用者である
ことを確信できれば，絡式命令を発し，そうでなければ略式不相当として遜常の後
後侵入の特定
1刊を行うことになる。 渡辺・前掲(注4)44 N参!l¥1c
40) 衿垣・前掲 (j主1)335資，小林・総掲 o主21)149 N，藤永ほか・前掲(注
4) 98支〔吉田得税)，三弁.lIIJt母(i主29)421頁，内務・前掲(i主 19)112]芝，
光恋愛淡絞 F刑事訴訟法 1(2007::手)228頁， 王子場宣言治・潟E8E主総.4'武宮i'i:1ミ・鈴
木茂樹民主終jfU~長訴訟法3 下巻(会訂移行氏 1983 :fF) 423 N [鈴*茂樹〕。
41) 来京高判Utl36・7・28!Iミ応部終報 12巻 7号令 128N， 
42) 渡辺・前お(注4)44 N(ま，略式命令が発せられた後{ま，被告人は乙{こ{議定す
るというのが判例・通説のようであるj と指摘し，これに批判約である。後注 46
参照。
43) 小林・ i初訪(注 21)149]支c
44) 24守条が不をき不JIiの隊員司の表現であることについては，王子場ほか・前掲(注 11)
257 N [平境安治斗伊藤ほか・前掲(注 1)275 N [臼井滋犬)参照。ちなみに，
ドイツ刑事訴訟法 155条 l項は，審判{ま，公訴{こ表示された行為および公訴の提
起を受けた者にのみ及ぶものとするj というかたちで，物的および人約な不告不濯
の原刻をとあわせて規定するつ
45) 内藤.liiH号(注 1ヲ)109}主cfこだし これは，三者flJ8処援方式{こ関して，主主的
最まが略式命令の送遂を受ける点、を通常略式との遠いとま廷えて行為言誌の観点、から冒沼
衰を尖質的な、i沫での被告人とする考え方の批判として述べられたものである。
46) 渡辺.]Ij謁(i主 4)45廷は，略式命令が発付されても，正式裁判の務求によっ
て通常?の公判手続(こ移行するから， J議çft~ の公判手続において氏名問fflが発党したと
同様に考え，氏名訂正念許ずべきだとする 3 伊藤ほか・前掲{注1)380 N (臼ヂ!二
滋炎)，チ1:ーと・前掲(注 i)88 N， 同段。
これに対L 形式的表示説とされるlEE8・IlIJ潟(注2)96 N(ふ起訴状の表示
の言]まは認めないが，後間mニ仔(こ対しては，公言号取消しがあれば決定で， そうでな
いときは公訴挺起の然効ぞ双山{こ判決で公訴棄郊すべきだとする。 j主2参照。
47) 松尾監i{惨'lij:jお(注 7)983]主。
48) 伊藤ほか・前掲(注1)380 N [臼芥滋夫L王子場ほか・前掲(注 11)261頁
〔王子場安治)，藤永・海上・中LU編 F火コンメンターノレ刑務訴訟法2第 7巻 (2000
年)276頁〔安冨潔〕肉E5c
49) 服部・前掲(注 i)15頁。これについて，内務・泌掲(注 19)113 Nは，器葬式
命令はJ@!l去に送途されており， 463条の 2の適用の余地がないと批判する。
50) 際音1>・前掲 (i主7)15]主， 16 N(ま，略式命令の篠定によって，被関用者に対す
る裁判として磁定し，そのように綴さない場合でもラ現実lこ執行カが被官F有者{こ及
ぶおそれがあるので，再三菱による救済をするべきだとする c
51) 神坂・前掲(注 1)339頁。
52) 関正義援光 f訴訟主体{被告人'弁護人)J 8本刑法学会編同司事訴訟法i策室
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(1962王手)9玄参!札
53) 筏)1.前掲(注23)li9][o 
54) 判例を支持するものとして，伊藤ほか・前掲(注 1)381 l~r (臼井滋夫]， [J宮・
前掲(注 1)29}主，回日・前掲(注 35)204頁，三井・前掲(注29)421]玄，桜
井原子1何事訴訟法諮後 (3絞，200i年) 39 頁，自耳'Z .fì立長~ (注35)36 1言。判例
{ニ批判的な学説は以下で検討する。
55) 羽'@;. ]ÌÍH~ 01 1) 29][，福井・荷揚 (j主54)39資は，略式命令の効力は被日
用者に生ずると解している。間口・前掲(i主35)205資，三三井・的弱(i主29)422 
][も同趣旨であろう 2 なお， I京"可決金支持するものとして，伊藤栄替Ii被傍人はf，fr，
かJ'容室長学論集2i巻 11号 (l9i44)152l支G
56) 弁上・誌な潟 (i主i)守0亥G 福芥・刻銘 (ii54) 39夜間E5c
5i) }j二上・前掲(注 i)89][c さらに，井上・前錫(注 i)90頁{ふ被iヨ用者ぞ
f本三fミ起訴された者j と解した際'I'Ui')とに批判的であるから.後程用者会.誤って裁
判~受けた形式的被告人とみていることになる c
58) 通話ilま， bリ1者が実質的被管人となるか否かをケ?を庁Jか f逮捕や待命jかに
よって区別そしている。井上・前掲(i主 i)91支，在苦労二・前掲(i主54)39頁が指
摘するように，公訴提起ヰヨよび略式命令の名宛人をi玄泌する見解によれば， i:(:E 
Jっか f逮捕や待命jかをは別するまでもなく， Eヨ尽殺は災質的被告人ではあるが
時式命令の名宛人ではないとしたと解する余地のある最高裁決定と‘民問者;こ対す
る略式命令カ;li'íí1Æする前{こ検察rTが疋式~&'ドU~i請求し。起訴状の訂正令市し立てた
;IÇ~1こむいてー UJH 者ーは'Jミ't'f約後世;人であるとしてこれをァ許した高裁判例(火阪商
1'IJI[152・3・li刑IH巻3七 4yJ212rf)との郊に矛!おはないことになる。
ヨザ) 日経式命令が4かIJ)e， 1々に被i;人{こifI-主1されないというのは，略式命令が発{すされ
被;!?人に告知されなかった場合のほか， 4か月以内{こ略式命令がなされなかった場
合を含むが， このJct}{t ， '{I JIお1まlqn式命令の名宛人ではないので，目的おーとの関係
では器在ιt命令はなされなかったことになるつ f11Jt事栄諮れまか紛れHR刑事訴訟i1ミ i
巻(新版， 2000 "1:) 254交〔東係官11…公日〕参照。
60) 公訴提起の名宛人と略式命令の名宛人の二分論については， i可l二.Jij潟(主主
31) 18][は， i起訴されていない人物{こ裁判がなされうるものか喜子か，それは裁判
の外形を?とっていても，終判でないのではないかJと疑問合提起するが，略式命令
の名宛人(ま形式的被告人であると解するならば， この疑問は必ずしも妥~しない。
61) 井上・前鈎(浅 i)91支は，最高裁決定が燦判決の詳議1Iな判断内谷についてま
で承認したものであったか疑わしいとする。
62) 田宮・前掲(注 1)28]主，[J口・前掲(注35)205頁，三井.]I計局(注29)421 
災， I=l耳1..'前掲 (i主35)36][などが，略式命令の滋合{ま:rlH討議恕!だけで，被告人
が法廷で行動することがないことをど根拠{こ在庁絡式について表示設を支持するの
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も，この趣旨である。
63) 宇1]垣・前掲 u主1)338]三石I1才綴 r{t白人の氏名会 ~1m して交付をァ受けた略式
命令がEJi用者{こ効力をさ色じないとされた事例j判例評論200号(1975年)151]主，
王子場ほか・前掲(浅40)423頁〔鈴木茂闘L 務永ほか・前掲(注48)275 ~宣言
~j;vn ， 間活。
このほか，主f用者ミ己実室主的被傍人とするものとして， "]守移pヌ;土産 5訂刑事訴訟法
i選議 J二巻 (1976年)1571'L 
64) i可上・前掲(注31)17頁。
65) 渡辺・泌掲 u主4)441芝c 綴チl二大三三「既fJjカの主観的経閲と客説的範関j研修
320号 (1975年)56~，悲喜永ほか・前掲(注 4) 100]ま{主吉田博滋JI湾街。
66) 小林・自立掲(注21)149]室。
67) ドll=lの判例である東京高決Ili'i61・9・19お1&JfJj司王裁判迷線条(Ili'i61) 王子 139~
;ま，逮捕中在庁絡式によって絡式命令が発付された場合において，氏名't;'!ffl'e知っ
た倹祭1ぎが正式裁'loJjを'?si!j設としたところ， IT誌をきが，略式命令は起訴状{こ表示された被
野用者に及ぶものと解L，jf式裁判読求は本約二の略式命令の効力を受けないえZAにつ
いてなされたことになるから不適法であるとして， 468 条 l 項で請求を楽却したn~
芸さである。高裁決定は，略式命令の効力が冒用者に及ぶとして， mr決定合絞り消し
た(なお， 465条iこ主主づく検察官の正式裁判読求は必ずしも絡式命令に7せする不段
取立てではないと解され，略式命令の効力が被'ffU言者について生じるものとして
も，検察官の正式裁判読求は遜法だと'lU7f-した)。
68) ただし，荒木村3総「略式手続j 石原~B ・佐々木史朗・ i度原若手夫・松F遅浩li!.編
5渓{~ffUfミ司法大系3第6巻 (1982i手)327:N!ふこのような見解ぞ「検察官の窓忠
ぞE霊視する見解Jだとして，形式的表示説を妥当とする。
69) 出宮・ <U掲(注 1)29]3三
むすび
以上;検討したところによれば，実費的被告人の特定が問題となった場合，
249条の趣旨に照らし意思説喜子判断基準とするのが妥当であり，検察官の意
思全確認するために意味のある資料は持かという観点から，被告人の特定の
判断資料の範閤念頭すべきだと思われる 3 意思説および実質的表示説の結論
は，通常の公判手続については一致するが，通常略式については一致しな
い。しかし，実質的表示説のように，通常略式において被冒用者を実費的被
29 
告人とすることの必要性と妥当性には疑問が残i 被霞用者が「被告人jで
あるとしてもせいぜい形式的被告人にとどまる‘ と解して， とくに問題があ
るように思われない。
一方，実費約表示説には以下のような疑問が残る crI挽察官が指定した
被告人」以外の者を実費的被告人として扱うことは， 249条との関係で，基
本的に問題がある。 零検察官の意思や被告人の行為を根拠に，実費的・合
理的にみて起訴状は起訴状の表示と異なる者な被告人として表示していると
判断することは，起訴状の「解釈j とよぶことができるか， このような判断
方法をさして，起訴状の表示喜子基準に被告人を特定しているということがで
きるか疑問である c ミ主:実費的・合理的に解釈された起訴状の表示が基準で
あるという構成に由来する被告人特定の基準の暖昧さが，基準適用のための
判期資料の意味づけや判断資料の範閣を不明確にしている。在宅在庁略式に
i却して，実質的表示説内でも結論が対立していることや，裁判所の意思や被
告人の行動喜子十分な説明を欠いたまま実質的被告人ぞ特定する根拠としてい
ることが，その現れであろう。
たしかに，実質的表示説は確iおたる判例・通説である。しかし，実質的表
示説が抱える問題点佐子組に検討すると，被告人特定の問題は決着済みとは
いいにく L、。従来十分に検討の組1二に殺せられたことのなかった意思説の観
点、から，被告人の特定の問題を検討することはなお怠味があるように思われ
る。
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